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「西脇市財政健全化プラン」の取組状況報告 

 

本市では、平成19年３月に策定した平成18年度から平成22年度までの５箇年

を計画期間とする「西脇市財政健全化プラン」に基づき、将来にわたり安定し

た財政運営基盤の確立を目指した取組を全庁を挙げて積極的に推進しています。 

この度、平成21年度決算及び健全化への取組状況を踏まえて、財政健全化計

画を見直しましたので報告します。 

 

１ 取組状況総括 

歳入においては、自主財源の確保や受益者負担の適正化等に取り組みました

が、平成17年末歳入実績額と比較しての効果目標額７，２００万円に対して、 

５，３００万円の効果実績額となりました。 

歳出においては、人件費の削減、事務事業、補助金等の見直しに取り組み、

平成17年度末歳出と比較しての効果目標額５億１，２００万円に対して、８億 

８，１００万円の効果実績額となり、歳入と歳出の効果実績額を合わせると、

９億３，４００万円となりました。 

以下、具体的に取り組んだ事項と効果実績額を報告しますが、各年度の効果

実績額は平成17年度の決算額と比較した増減額（改善額）となっています。 

 

２ 具体的取組 

⑴ 自主財源の確保 

① 市税収入等の確保 

【これまでの取組状況】 

・プロジェクトチームによる庁内連携の強化、新たな収納率向上方策の検討 

・滞納処分の強化、インターネット公売等、多角的な処分方策の導入・実施 

・滞納者の財産調査の強化及び預貯金、不動産を中心とした差押の強化 

・課税担当や国保担当と連携した一斉徴収及び一斉電話催告の実施 

・兵庫県徴収対策チームの受入れによる財産調査や徴収能力のスキルアップ 

・多重債務者の過払金取立訴訟の実施 

（単位 百万円） 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

効果目標額 ０ ８ １４ １７ ２０ 

効果実績額 １０ １２ １７ ３２  

 ※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値はインターネット公売を含む特別徴収 

等実績値 
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（その他の数値目標） 

・平成22年度における市税徴収率目標  91.68％ 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

実  績 91.04% 91.15% 90.87% 90.32%  

 

・平成22年度における国保税徴収率目標 70.62％ 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

実  績 68.34% 67.97% 62.63% 62.57%  

 

② 受益者負担の適正化（使用料手数料等の見直し） 

【これまでの取組状況】 

・プロジェクトチームによる庁内連携の強化、未収金対策強化策の検討 

・通園バスの保護者負担を実施 

・各種検診自己負担金、障害者水泳教室参加料改定を実施 

（単位 百万円） 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

効果目標額 ０ ３ １２ １９ １９ 

効果実績額 ０ １ ２ ２  

※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値は平成17年度と比較した効果実績値 

 

③ 新たな自主財源の確保(未利用市有地・遊休地の利活用等） 

【これまでの取組状況】 

・市有財産処理方針に基づく、売却等の処理、貸付けなどの有効活用 

・有料広告掲載事業の積極的な運用による財源の確保 

（単位 百万円） 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

効果目標額 ０ ３６ ３６ ３６ ３６ 

効果実績額 ４９ ４１ ３７ １９  

※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値は売却等実績値 

 

⑵ 人件費の削減 

① 定員管理の適正化 

【これまでの取組状況】 

・正職員が担っている業務の性格や形態等を勘案し、定数外職員へ移行す

ることによる定員の削減 

・勧奨退職の実施に伴う定員の削減 
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（単位 百万円） 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

効果目標額 １４３ ２０２ ２１３ ２７９ ２８９ 

効果実績額 ２５７ ４０２ ５８８ ６５９  

※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値は平成17年度と比較した効果実績値 

 

② 給与・各種手当の適正化（時間外手当等の削減） 

【これまでの取組状況】 

・時差出勤制の導入等による時間外勤務手当の削減 

・時間外勤務命令に係る管理・監督職責任の明確化 

・特殊勤務手当について、種類、支給対象、基準等を精査し見直し 

（単位 百万円） 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

効果目標額 １４ １９ ２３ ２６ ２９ 

効果実績額 １４ ２７ ２９ ３３  

※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値は平成17年度と比較した効果実績値 

 

⑶ 事務事業等の見直し 

① 事務事業評価の実施（事務事業の見直し、情報センター業務の見直し) 

【これまでの取組状況】 

・情報センター業務の整理・効率化 

・事務事業の「業務棚卸し」等を実施 

・事務事業評価の実施 

（単位 百万円） 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

効果目標額 ０ １０ ３３ ７５ ７５ 

効果実績額 １ ２ ６１ ６３  

※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値は平成17年度と比較した効果実績値 

 

⑷ 補助金等の見直し 

【これまでの取組状況】 

・公益性や必要性の判断に当たっての基準の明確化（補助金等に関する基

本指針の策定） 
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（単位 百万円） 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

効果目標額 ０ １０ ２０ ２０ ２０ 

効果実績額 ４ １４ ３３ ４５  

※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値は平成17年度と比較した効果実績値 

⑸ 投資的経費の重点化と抑制 

【これまでの取組状況】 

・計画行政の推進による、総合計画を基本とした事業等の重点実施 

 

⑹ 民間委託等の推進（講座・教室等の民間委託、市場化テスト導入等） 

【これまでの取組状況】 

・指定管理者制度の推進 

・公立保育園の民営化の検討 

（単位 百万円） 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

効果目標額 ０ ０ ２ ４ ６ 

効果実績額 ０ ０ ０ ０  

※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値は平成17年度と比較した効果実績値 

 

⑺ 公共工事コストの縮減 

【これまでの取組状況】 

・制限付き一般競争入札制度の導入 

 

⑻ 地方公営企業等の経営健全化（下水道料金の適正化等） 

【これまでの取組状況】 

・公営企業等経営健全化計画の策定・推進と料金の適正化 

・下水道事業の水洗化率向上方策の検討と料金適正化 

・下水道事業の地方公営企業法適用 

・水道事業において、窓口、徴収、施設管理業務を民間委託し、企業経営を 

効率化 

（単位 百万円） 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

効果目標額 ０ ７３ ９８ ９８ １９８ 

効果実績額 ０ ６７ ９６ ８１  

※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値は平成17年度と比較した効果実績値 
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⑼ 予算編成方法の改革 

【これまでの取組状況】 

・総合計画との整合による事業の重点化 

・ゼロベース検証結果及び事務事業評価結果を反映した予算編成 

（単位 百万円） 

区  分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

効果目標額 ０ ５ １０ １０ １０ 

効果実績額 ０ ０ ０ ０  

※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値は平成17年度と比較した効果実績値 
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３ 取組項目の数値目標及び実績総括 

 

《歳入》                     （単位 百万円） 

区   分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

０ ８ １４ １７ ２０ 
自主財源の確保 

１０ １２ １７ ３２  

０ ３ １２ １９ １９ 受益者負担の適 
正化 ０ １ ２ ２  

０ ３６ ３６ ３６ ３６ 新たな自主財源 
の確保 ４９ ４１ ３７ １９  

０ ４７ ６２ ７２ ７５ 
合  計 

５９ ５４ ５６ ５３  

 

《歳出》                     （単位 百万円） 

区   分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

１４３ ２０２ ２１３ ２７９ ２８９ 
人件費の削減 

２５７ ４０２ ５８８ ６５９  

１４ １９ ２３ ２６ ２９ 給与・各種手当 
ての適正化 １４ ２７ ２９ ３３  

０ １０ ３３ ７５ ７５ 
事務事業の見直し 

１ ２ ６１ ６３  

０ １０ ２０ ２０ ２０ 
補助金等の見直し 

４ １４ ３３ ４５  

０ ０ ２ ４ ６ 
民間委託の推進 

０ ０ ０ ０  

０ ７３ ９８ ９８ １９８ 地方公営企業等 
の経営健全化 ０ ６７ ９６ ８１  

０ ５ １０ １０ １０ 予算編成方法の 
改革 ０ ０ ０ ０  

１５７ ３１９ ３９９ ５１２ ６２７ 
合  計 

２７６ ５１２ ８０７ ８８１  

※ 上段の数値は当初目標数値であり、下段の数値は平成17年度と比較した効果実績値 
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４ 財政健全化計画 

 

（単位 百万円） 

区     分 Ｈ17実績 Ｈ18実績 Ｈ19実績 Ｈ20実績 Ｈ21実績 Ｈ22 

市 税 5,711 5,733 5,879 5,922 5,650 5,268

地 方 交 付 税 4,290 4,541 4,394 4,662 5,298 5,340

そ の 他 2,153 2,164 2,115 1,774 2,262 3,463

歳 入 計 12,154 12,438 12,388 12,358 13,297 14,071

義 務 的 経 費 5,246 5,013 4,894 4,808 4,534 4,566

 うち人件費 2,963 2,692 2,534 2,345 2,270 2,279

投 資 的 経 費 741 364 448 361 556 1,066

補 助 費 等 2,708 2,675 3,118 3,341 4,697 4,563

うち病院事業 599 559 1,068 1,295 1,488 1,307

うち西脇多可行政事務組合 409 475 492 554 544 588

うち北播磨清掃事務組合 826 1,073 934 910 779 663
 

うち下水道事業 － － － － 1,516 1,579

繰 出 金 2,197 2,397 2,543 2,649 1,172 1,249

 うち下水道事業 1,218 1,336 1,423 1,519 － －

そ の 他 1,621 1,483 1,704 1,415 1,827 2,236

歳 出 計 12,513 11,932 12,707 12,574 12,786 13,680

歳入歳出差引額   Ａ △359 506 △319 △216 511 391

基金取崩額     Ｂ 581 89 591 430 245 229

うち財政調整基金 500 0 0 150 0 0 

うち公共施設整備基金 0 56 573 251 225 229

再 差 引  (Ａ＋Ｂ) 222 595 272 214 756 620

財政調整基金残高 1,947 2,054 2,464 2,449 2,537 3,048

※ H22以降数値は、実績見込み数値 

  ※この財政健全化計画は、普通会計における一般財源ベースで作成しています。 

 


